
令和 7年度財政方針について 

 

令和 7年度は「第３次総合計画」の 3年度目として、また、私の市長就任 2期目の最終年度

として計画の基本理念である「みんなの知恵と協働による 持続可能な まちづくり」を進めて

参ります。 

まちづくりの主役は市民であると言う基本に立ち返り、まちの目指すべき将来像である「新た

な未来への第一歩 市民が主役のまち 那須烏山市」の実現に向けて、事業展開を図るととも

に、国や県が掲げる子育て支援や物価高騰等への対応など、情勢に応じた政策を展開し、着実

な成果を目指して参ります。 

 

 予算の規模でありますが、一般会計につきましては、予算総額で１２６億７千万円を計上いた

しました。 

 前年度予算に対し、４億円、３．３％の増額であり、合併以降２番目の規模であります。 

主要事業といたしまして、 

・清水川せせらぎ公園の整備 

・市道照明のＬＥＤ改修 

・市街地の再生へ向けた都市計画の見直し 

を掲げた予算としております。 

そのほか、給食費の助成期間の延長、学習環境の充実、 

なすからこども園の遊具整備、ＪＲ烏山線の利用促進、防災集団移転の促進等にも重点的に予

算を計上いたしました。 

 

 国民健康保険特別会計の事業勘定につきましては、医療費見込み額の減少に伴い、４，６００

万円余の減額であります。 

 同会計の施設勘定につきましては、人件費等の増加により２７０万円余の増額であります。 

 

熊田診療所特別会計につきましては、診療業務の委託費や医療機器更新費用の増加により、

１，１００万円余の増額であります。 

 

後期高齢者医療特別会計につきましては、後期高齢者医療広域連合負担金の減少により、７

９０万円余の減額であります。 

 

介護保険特別会計につきましては、各種介護給付の前年度実績に基づく試算の結果により、

２１０万円余の減額であります。 

 



 水道事業会計の支出につきましては、有価証券購入費の減額により、８，４００万円余の減額

であります。 

 

 下水道事業会計の支出につきましては、下水処理設備の定期的な修繕・更新費の減少により、

１億５００万円余の減額であります。 

 

 次に予算編成の基本的な考え方でありますが、第３次総合計画に基づく重点戦略に最大限配

慮いたしました。 

５つの基本目標に沿った重点事業を記載しております。 

 

 １点目は、結婚・出産・子育て支援、高齢者支援、医療・福祉の充実等にかかる予算であります。 

 新規や拡充事業といたしまして、 

 児童福祉事業費及び学校給食センター運営費につきましては、物価高騰対策として子育て世

帯の負担軽減を図るため月額２，０００円の給食費等の助成を１年間延長するものであります。 

 また、学校給食センター運営費につきましては、食材購入への助成についても継続して実施

して参ります。 

 なすからこども園運営費につきましては、にこにこ保育園とつくし幼稚園を統合した運営費

を新規に計上するものであります。統合により１，６００万円余の削減効果となっております。 

 なすからこども園施設整備費につきましては、園庭の遊具整備費の計上であります。 

 園児の健やかな成長を促し、活気あふれるこども園を目指して施設の充実を図って参ります。 

高齢者予防接種事業費につきましては、新型コロナウイルス予防接種費の助成をするものであ

ります。 

 以上のような事業を中心に、未来につなぐ健やかな暮らしを支えるよう、努めて参ります。 

  

 ２点目は、学力、生涯学習、スポーツ、文化の充実等にかかる予算であります。 

 新規事業といたしまして、 

学業指導向上等推進事業費につきましては、これまでリーダーを養成することを目的としてス

ーパーティーチャー育成事業を行って参りましたが、令和７年度から内容を見直し、若手職員

のスキルアップを図る事業へと転換いたしました。 

若手職員の研修機会を確保し、学業指導の向上や改善を図って参ります。 

教育情報ネットワーク整備事業費につきましては、児童生徒の学習用タブレットの更新や教職

員の校務を支援するデジタル採点システムを導入するものであります。 

また、学習用タブレットを活用して児童生徒の心や体調の変化を早期発見し適切な支援を実施

することで不登校対策の強化を図るよう、こころの健康観察システムを導入するものでありま

す。 

中学校管理費につきましては、校内教育支援センターを設置するものであります。 



登校しても教室に入ることが難しい生徒を支援するよう、講師を配置し不登校対策の強化を

図って参ります。 

各学校教育振興費につきましては、体育館用スポットクーラーや大型扇風機の購入費の計上で

あります。 

近年の猛暑対策として全学校にスポットクーラー等を配置し、教育環境の充実を図って参りま

す。 

長者ケ平官衙遺跡保存管理費につきましては、多目的駐車場の整地及び防草対策等の補修工

事費の計上であります。 

遺跡周辺を整備し、文化財の有効活用を図って参ります。 

 以上のような事業を中心に、未来につなぐ学びを育むよう、努めて参ります。 

 

 ３点目は、産業・農業の育成、観光、移住・定住の推進等にかかる予算であります。 

 新規事業といたしまして、 

 雇用対策事業費につきましては、市内企業の魅力を紹介するリーフレットを作成・配布し、市

内企業への就職促進を支援するものであります。 

商工総務費につきましては、なすからブランドの認証業務の計上であります。 

なすからブランドは３年に一度認証を行い、その後３年間を推進期間としております。 

令和７年度は３年に一度の認証年度となります。埋もれているブランドの発掘や既存ブランド

をブラッシュアップした認証を行い、新たな「なすからブランド」を推進し、産業の育成を図って

参ります。 

シティプロモーション事業費につきましては、ブランディング推進費の計上であります。 

職員向けの研修等を行い、職員一丸となって市のブランディングを推進して参ります。 

そのほか、継続事業ではありますがニーズの高い園芸振興事業費の予算を前年度の倍に増額

いたしました。パイプハウスや果樹棚の導入費用を助成し、稼ぐ農業への転換を推進して参り

ます。 

 以上のような事業を中心に、未来につなぐ賑わいを創出するよう、努めて参ります。 

 

 ４点目は、安全安心、災害対策、都市再生、環境対策等にかかる予算であります。 

 新規事業といたしまして、 

 空家対策事業費につきましては、令和１０年度の計画更新へ向けた、空き家等の実態調査費

の計上であります。 

 団体営土地改良事業費につきましては、災害対策が必要な農業用ため池の設計費の計上で

あります。 

 防災無線管理費等の事業につきましては、Ｊアラートのシステム機器の更新やアンテナ設置工

事費の計上であります。 

 防災集団移転促進事業費につきましては、集団移転先の整備に必要な用地測量費や用地買



収費の計上であります。地元住民の声を聴きながら集団移転の促進を図って参ります。 

 都市計画総務費につきましては、都市計画の見直し等に係る予算の計上であります。 

 ＪＲ烏山駅周辺の生活機能や回遊性を高めるアクセス道路など、コンパクトシティの実現に向

けた市街地の再生整備を進めて参ります。 

 清水川せせらぎ公園整備費につきましては、公園の整備・充実に係る予算の計上であります。

事業を令和 7年度から令和 8年度の継続費といたしまして、公園の平地化と遊具の設置に取

り組んで参ります。令和 7年度は８，１５０万円の予算を計上いたしました。 

 公園利用者のニーズを踏まえながら、子どもから高齢者に至るまでみんなが楽しく安全に利

用できる公園の整備・充実を図って参ります。 

 脱炭素化の推進を図る事業といたしまして、 

 財産管理費に電気自動車導入費を計上し、道路保全費に道路照明ＬＥＤ改修工事費を計上い

たしました。 

温室効果ガスの削減に向けた取り組みとして、クリーン技術の活用や省エネルギー機器の導入

を推進して参ります。 

また、前年度に引き続き、ＪＲ烏山線利用促進事業に実行委員会への交付金を計上いたしまし

た。 

ＪＲ烏山線は、地域の足として不可欠な交通手段であることはもちろん、本市の重要な地域資

源のひとつであります。市では烏山線に対する愛着心醸成と利用向上を図る事業を展開して

参ります。 

 以上のような事業を中心に、未来につなぐ安全・安心な暮らしを守るよう、努めて参ります。 

 

 ５点目は、協働のまちづくりの推進、行財政基盤の強化、デジタル化の推進等にかかる予算

であります。 

 新規事業といたしまして、 

 ホームページ管理運営費につきましては、市に多く寄せられる問い合わせと回答をホームペ

ージ上に掲載する、ＦＡＱの導入であります。 

 なすからＳＮＳ管理運営費につきましては、ＬＩＮＥ拡張ツールの導入であります。 

 ツールを活用して行政手続きのオンライン化や公金収納のキャッシュレス化など、市役所に行

かなくても行政サービスを受けることができるよう市民の利便性の向上に努めて参ります。 

 まちづくり団体支援事業費につきましては、まちづくりに関する協議の場や地域貢献活動に

必要な物品貸出制度の創設に伴う物品購入費等の計上であります。 

市民参加による活力あるまちづくりの推進に努めて参ります。 

 また、全国的に行う事業といたしまして、社会保障・税番号制度システム整備事業費に戸籍の

ふりがな対応業務の計上、基幹系システム管理運営費及び生活保護総務費にシステム標準化

業務を計上いたしました。 

 そのほか、ゼロ予算ではありますが市政懇談会・タウンミーティング・移動市長室等市民との



意見交換を積極的に行い、市民が主役のまちを盛り上げていく考えであります。 

 以上のような事業を中心に、未来につなぐ持続可能な行財政運営を築くよう、努めて参りま

す。 

  

 以上、予算の特徴について説明させていただきました。 

  

 


